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技術管理室

Ⅰ　受注希望型競争入札の状況

 １ 建設工事  （環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

　(3) 地域別(10ブロック）の動向

　(1) 月別・年度別の状況
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　(2) 近年の入札状況
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　(2) 近年の入札状況
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令和４・５・６年度の建設工事等の入札参加資格申請に 

おける審査項目等の見直し 
 

１ 資格付与期間の変更 

資格付与期間を２年から３年に変更し、継続して１年ごとに再審査を実施（日程は次のとおり） 

 

   
２ 建設工事における新客観点数の加点項目の内容変更 

（１）加点項目の追加 

①持続可能な開発目標（SDGs）を追加 

・申請日に「長野県 SDGs 推進企業登録制度」に登録のある事業者に対し、10 点を加点 

  ②建設キャリアアップシステム（CCUS）を追加 

・審査基準日に CCUS の事業者情報の登録が完了している事業者に対し、10 点を加点 

・CCUS 事業者情報の登録が完了し、自社で雇用している技能労働者のうち、審査基準日に技能

労働者登録が完了している割合に応じて加点 

（10％以上 50％未満で１点、50％以上 80％未満で３点、80％以上で５点） 

③技能労働者の月給制の導入を追加 

審査基準日に技能労働者のうち、月給制を導入している技能労働者の割合に応じて加点 

（50％以上 80％未満で６点、80％以上で 10 点） 

（２）項目内容の変更 

①労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS）認証の対象について、中小企業向けのコンパ

クトコスモスを明記 

②職場いきいきアドバンスカンパニーの認証について、申請日時点において認証を受けている

場合に加点としていたが、審査基準日において認証を受けている場合に加点とする 

 

３ 押印廃止に伴う審査書類提出の電子化 

  令和６年度に行う次期定期審査に向け、入札参加システムを刷新し、統一窓口による電子申請に

する予定です。これに向け今年度の追加審査及び定期審査において試行的に実施します。 

  ①追加審査（８月受付予定） 

  ②定期審査（12 月受付予定） 

 

新客観加点書類等をＰＤＦ、電子申請試行 
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令和３年度執行状況 

建設部 技術管理室 

 
１ 執行計画 

○上半期執行方針 

全体（令和３年度当初予算及び令和２年度予算繰越分の合計額）の概ね６割

以上の契約を目標とし、早期発注に努める。 

○６月末時点の執行率（令和３年度当初予算及び令和２年度予算繰越分の合計額） 

 56.6％ 

 

２ 令和２年度２月補正に係る契約等の状況 

○２月補正予算の執行方針 

原則として令和３年６月末までに公告することを目標とする。 

○令和３年６月末の執行状況（実績） 

  【公告】          （件） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  【契約】        （百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 予定件数 公告件数 公告率 

工事請負費 350 331 94.6％ 

そ の 他 451 425 94.2％ 

合計 801 756 94.4％ 

 予定額 契約済額 執行率 

工事請負費 26,602 15,362 57.7％ 

用地補償費 1,076 832 77.3％ 

そ の 他 6,539 2,808 43.0％ 

合計 34,216 19,002 55.5％ 

県資料２ 
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令和３年度 執行状況（R3.6 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 東信 北信 中信 南信 

執行率 65.7% 53.3% 63.2% 56.9% 

 

 

令和２年度２月補正 公告状況（R3.6 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 東信 北信 中信 南信 

公告率 96.4% 93.8% 94.4% 93.7% 
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施策の視点 事業・取組
Ｒ元年度 R２年度 R３年度

実績 実績 実施予定

担
い
手
の
確
保
・育
成

人材の
確保

【就労促進】
・木造建築物の担い手確保に向けた啓発事業
・建設系学科高校生を対象とした就労促進事業
・建設技術実践プロジェクト事業
・２級⼟木・建築施⼯管理技⼠試験準備講座

・普通科高校等とつながる機会の確保（職場体験）

12校 34ｸﾗｽ 1,031人
13校 1,904人

３校
５会場

（⼟木3,建築2）

―

９校 26ｸﾗｽ 778人
12校 1,946人

３校
１会場
（⼟木）

―

８校
14校
４校
５会場

（土木2,建築1,測量2）

新 規

【週休二日】
・入札参加資格で加点
・週休２日⼯事の拡大実施 実施⼯事数（割合）
週休２日の確保を評価する入札（総合評価）

943者 加点
539件(40.0％)

―

985者 加点
653件(59.6%)
新 規（9月~）

継 続
継 続
継 続

【労働環境・処遇改善】
・現場環境の改善（⼥性⽤トイレ、更⾐室等）
・公共⼯事設計労務単価の改定(県内主要８職種単純平均)

・建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ(CCUS)の登録促進 登録状況※2

・CCUSの活⽤を評価する入札（総合評価）

熱中症対策経費補正
21,188円(R2.3)

747所
―

快適トイレ試⾏開始
21,400円(R3.4)
983所 5,468名

新 規

継 続
継 続
継 続

拡充予定

人材の
育成

・担当した技術者の名前を刻もうプロジェクト
・優良技術者表彰 一般部門
・ 〃 若手部門
・若手技術者の配置を総合評価で加点評価

継 続
58人
33人
51件

継 続
74人
35人
49件

継 続
継 続
継 続
継 続

経営環境
の安定

・失格基準等、低入札価格調査の改善
・適正な⼯期設定
・適時適切な設計⾦額の算定

一部改善※１

週休2日考慮
(H30~)

継 続

継 続
継 続

⾒積活⽤試⾏

継 続
継 続
継 続

平準化

・ゼロ県債の活⽤
・債務負担⾏為の活⽤
・早期契約制度、フレックス⼯期の活⽤

21.2億円を設定
359億円
⼯事299件
委託205件

23.2億円を設定
514億円
⼯事549件
委託129件

継 続
継 続
継 続

生
産
性
の
向
上

・平準化率※3 0.79 0.94 ―

ICTの
活⽤

・ICT活⽤⼯事の実施拡大
⼟⼯ 44件
舗装 10件
ほか 3件 計57件
(法面等)

⼟⼯ 45件
舗装 8件
ほか 12件 計65件
(法面等)

継 続

・遠隔臨場の実施（試⾏） ― 試⾏開始
実施９件 継 続

・BIM/CIMの実施拡大 協議会設⽴ 研修実施等 協議会拡充

規格の
標準化 ・コンクリート規格の標準化等による省⼒化 継 続 継 続 継 続

そ
の
他

⻑野県の契約に関する条例に基づく取組 取組⽅針に基づく入札制度等の改善

⻑野県建設産業担い手確保・育成地域連携ネットワーク会議 ２回開催
（７月､２月）

1回開催
（書面開催） 継 続

建設⼯事従事者の安全及び健康の確保に関する⻑野県計画の取組 継 続 継 続 継 続

※１ 委託業務︓低入札価格調査導入
※２ 国⼟交通省調査より（R元はR2.3.31時点、R2はR3.1.21時点）
※３ 平準化率＝(4〜6月の⼯事平均稼働件数）／（年度の⼯事平均稼働件数）

建設産業における担い手確保･育成と 生産性の向上について
県資料３
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建設産業の次世代を担う人づくり推進事業について

事 業
建設技術実践プロジェクト事業

【建設産業の魅力を体感】

建設関係資格取得支援事業

【担い手の育成、離職防止】

対 象 建設系学科高校生等 建設系学科高校生等

事業概要

一線で活躍する技術者の指導のもと、県

が提供する実際の建設現場で、測量、設

計、工事のプロセスを自ら実践。

「２級土木・建築施工管理技士補」及び

「測量士補」の資格取得を支援する試験

準備講座（５会場）を開催。

役

割

分

担

産
技術者の派遣

資機材(重機、測量機器等)の提供

企画、講師・会場の手配

会場費等の費用負担

学 カリキュラムの編成、マネジメント 資格取得の動機付け

官 建設現場提供、講師費用負担 講師費用負担

事業効果 県内建設産業への就職率向上 合格率向上、意欲高い即戦力の育成

建設技術実践プロジェクト事業（上伊那農業高校） 資格試験の準備講座

長野県建設部

【２級土木・建築施工管理技士補】 土木技術の基礎知識を証明する国家資格

【測量士補】 技術者として基本測量又は公共測量に従事するために必要な国家資格

事 業 概 要

（２）事業の必要性

産･学･官の連携により、教育現場に必要な専門性を補完するための２つの事業を実

施し、実践的かつ直接的に若者に働きかけることで、建設産業への理解を深め、就業

意欲の向上を図る。

建設産業は他産業に比べ若手比率の低下と高年齢化が進行しており、持続的に地域

を支えていくには、将来の担い手を安定的に確保するための就業促進の取組が必要。

（３）事業内容

建設部門の専門教育を受けた高校生等に対し、実践的・専門的な学びの機会を提供

することで、県内の建設産業（建設業・測量設計業など）への就業を促進する。

（１）事業の目的

総務省統計局労働局調査を元に技術管理室で算出

(参考） 建設産業の就業促進・働き方改革に資する19の取組

平成30年度長野県就業促進・働き方改革戦略会議の建設分野別会議においてとりまとめた

建設産業の就業促進・働き方改革に資する次の「19の取組※１」を産・学・官の関係機関※２が

連携を強化して実行していく。

※１ 「建設産業の次世代を担う人づくり推進事業」は、19の取組の①と②に該当
※２ 産：建設業振興基金、長野県建設業協会、長野県測量設計業協会、長野県建設労働組合連合会

学：長野県高校校長会工業部会
官：長野労働局、関東地方整備局、（独法）高齢･障害･求職者雇用支援機構長野支部、長野県

佐久平総合技術、上田千曲、丸子修学館、上伊那農業、飯田OIDE長姫、木曽青峰、南安曇農業、
池田工業、須坂創成、長野工業、更級農業、中野立志舘、下高井農林、長野高専

（４）事業費 令和３年度予算額 2,501千円

対象校 ／

区分 A 担い手の確保 B 担い手の育成 C 働き方改革

若者

⼥性

障がい者

高齢者

UIJターン

外国人

① 建設技術実践プロジェクト（対象：建設系学科高校生）

③ SNS等による情報発信 ⑩

建
設
産
業
の
Ｐ
Ｒ

（求
職
者
を
対
象
と
し
た
出
前
講
座
や
現
場
見
学
会
の
開
催
等

）

（再掲）③ SNS等による情報発信

⑦ 女性技術者のネットワークづくりの支援

⑥ 建設系学科高校の女子生徒増加の取組

④ 普通高校等の教員・生徒と建設業界がつながる機会確保

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

⑤ 建設産業のPR（小・中学生やその保護者を対象
とした出前講座や現場見学会の開催等）

⑨

建
設
産
業
入
職
へ
の
道
筋
や
入
職
後
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
事
例
の
整
理
・情
報
発
信

⑪

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
活
用
推
進

⑫

関
係
機
関
の
支
援
施
策
の
有
効
活
用
に
よ
る
資
格
取
得
の
促
進

⑮

建
設
現
場
等
の
労
働
環
境
改
善
や
福
利
厚
生
の
充
実
・

人
材
定
着
に
向
け
た
意
識
改
革
等

⑭

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
推
進
や
Ｂ
Ｉ
Ｍ
＼
Ｃ
Ｉ
Ｍ
へ
の
取
組
等
の
新
技
術
の
活
用

⑱

Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
の
習
得
や
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能
と
な
る
職
場
環
境
整
備

⑬

研
修
制
度
の
拡
充
や
優
良
技
術
者
表
彰
制
度
等
の
運
用
改
善

⑯

週
休
２
日
制
促
進
の
た
め
の
工
期
設
定
、
増
加
経
費
の
適
正
計
上
等

⑲

技
能
労
働
者
へ
の
適
正
な
賃
金
支
払
い
等
の
処
遇
改
善
の
促
進

⑰

社
会
保
険
等
の
加
入
対
策
を
推
進

連携強化すべき取組

凡例

関係構成員が単独で行う取組

② ２級土木・建築施工管理技士、測量士補試験準備講座（対象：建設系学科高校生）

• 支援策を整理した情報を建設業界と共有することによる支援策活用の利便性を向上
• 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた連携強化
• 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）

関係機関との連携強化

建設産業の次世代を担う人づくり推進事業

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用
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令和３年度 建設産業の次世代を担う人づくり推進事業 実施予定 

１ 建設技術実践プロジェクト事業 

対象校 実施内容（予定） 協力団体 

⻑野⼯業⾼校 
裾花川河川敷 
ウォーキングロード整備 

建設業協会⻑野⽀部 
（県⻑野建設事務所） 

飯田 OIDE ⻑姫⾼校 
 

松川河川敷 
ランニングロード舗装 

建設業協会飯田⽀部 
測量設計業協会南信⽀部 
（県飯田建設事務所） 

上伊那農業⾼校 
 

公園整備計画策定（春日公園） 
建設業協会伊那⽀部 
測量設計業協会南信⽀部 
（県伊那建設事務所） 

南安曇農業⾼校 
 

校内通路のリニューアル 
トータルステーション測量実習 

測量設計業協会中信⽀部 
（県安曇野建設事務所） 

 

２ 資格取得支援事業 

資格区分 開催日／会場 

２級土木施⼯管理技士補 

令和３年８月３日（火）、４日（水） 
南安曇農業⾼校（リモート講習） 

令和３年８月 18 日（水）、19 日（木） 
飯田 OIDE ⻑姫⾼校 

２級建築施⼯管理技士補 
令和３年８月 18 日（水）、19 日（木） 
飯田 OIDE ⻑姫⾼校 

測量士補 

８月８日（日）、９日（月） 
⻑野市⽣涯学習センター（TOiGO） 

８月 28 日（土）、29 日（日） 
南信州飯田産業センター（エス・バード） 
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　　　　　　令和３年度　就労促進に係る取組の概要　（実施予定・実績報告）
技術管理室

（赤色着色） R3新規

令和３年４月30日時点まとめ

担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

佐久
佐久平総合技
術高校

現場見学 建設現場見学等(農村整備・インフラ整備等） 6月11日 1日 3年 18 佐久地域
建設業協会佐久支

部・南佐久支部

企業実習 インターンシップ 6月8～10日 3日 3年 希望者 佐久地域
建設業協会佐久支

部・南佐久支部

現場見学 建設現場見学等(農村整備・インフラ整備等）
10月下旬

～11月初旬
半日 2年 23 佐久地域

建設業協会佐久支
部・南佐久支部

上田 上田千曲高校 現場見学 現場見学 未定 １日 3学年 40+2 東北信
建設業協会
上小支部

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

インターンシップ
7月下旬

～8月上旬
2～3
日

2学年 40 東北信
ハローワーク
建設業協会
上小支部

資格関係講習
（施工管理）

２級建築施工管理技士補 試験準備講座 8月上旬 3日
1･2･3

年
希望者 長野市内

建設業協会
本部

企業説明会 11月～12月 半日 1･2年 80+6 校内
建設業協会
上小支部

意見交換・交流等 11月～12月 2時間 職員 建設業会館
建設業協会
上小支部

新

丸子修学館高
校

現場見学 ICT施工実習 通年
半日
×2

2年
3年

25
28

上小地区
建設業協会
上小支部

現場見学 一般施工実習
3年 5～6月
2年　秋口

半日
2年
3年

25
28

上小地区
建設業協会
上小支部

実務実習
（測量設計等）

ICT機器測量実習 5月31日 半日
2年
3年

25
28

校内
測量設計業協会

東信支部

実務実習
（工事施工等）

丁張技術実習 5月24日 1日 3年 28 校内
建設業協会
上小支部

実務実習
（工事施工等）

足場組立実習 5～6月頃 半日
2年
3年

25
28

校内
建設業協会
上小支部

新

実技講習
（重機操作等）

バックホー体験実習 5～6月頃
半日
×2

2年 25 校内
建設業協会
上小支部

新

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

インターンシップ 10月頃 1日 2年 25 上小地区
建設業協会
上小支部

専門講習
（測量設計等）

測量設計等ICT活用 5月31日 半日
2年
3年

25
28

校内
測量設計業協会

東信支部

一般講習
（全般）

BIM、3次元測量実習 通年 半日
2年
3年

25
28

校内
測量設計業協会

東信支部
新

資格関係講習
（施工管理）

２級土木施工管理技士補 試験準備講座
夏季休業中
8/1～8/12

5日
2年
3年

25
28

長野市
建設業協会

本部

資格関係講習
（施工管理）

２級建築施工管理技士補 試験準備講座
夏季休業中
8/1～8/12

5日
2年
3年

25
28

長野市
建設業協会

本部

行政職場体験 企業（行政）説明会 5月 半日
2年
3年

25
28

上小地区 長野県 新

企業説明会 企業説明会
3年 5月14日
2年　秋口

半日
2年
3年

25
28

上小地区
建設業協会
上小支部

実務実習
（測量設計等）

水みらい小諸貯水池測量 通年 半日 3年 28 上小地区
（小諸市内測量

業者）

実務実習
（工事施工等）

上田市丸子自治センター防災ベンチ 通年 半日 3年 28 上小地区
（上田市地域振

興課）

意見交換・交流等 卒業生と意見交換会
企業説明会･丁
張実習時等に合

わせて実施
半日

2年
3年

25
28

上小地区
建設業協会
上小支部

諏訪 富士見高校

伊那
上伊那農業高
校

現場見学 建設現場（(国)153号伊那BP、松本広域公園） 5月、7月 半日 3年 20 伊那、松本
建設業協会伊那

支部

実務実習
（測量設計等）

先端測量技術 10月 半日 2年 20 校内
測量設計業協会

南信支部

実務実習
（工事施工等）

丁張実習 調整中 1日 3年 20 上伊那地域
建設業協会伊那

支部

実技講習
（重機操作等）

大型重機体験 調整中 半日 2年 20 校内
建設業協会伊那

支部

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

就労希望者の体験 5月～8月
3日
以上

2年
3年

希望者 上伊那地域
建設業協会伊那

支部

建設技術実践PJ 公園整備計画策定 6月～2月
3日
以上

3年 20
校内＆春日

公園

測量設計業協会南
信支部・建設業協

会伊那支部

企業と学校の意見
交換

建設業界各団体と学校側との意見交換会 調整中 半日 10 校内
測量設計業協会南
信支部・建設業協会

伊那支部
新

調整中
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担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

飯田 現場見学 工事現場見学 11月 半日 2年 40 下伊那地区 建設業協会

実務実習
（測量設計等）

最新機器実習 6月 1日 3年 40 校内・周辺 測量設計業協会

実務実習
（工事施工等）

松川アダプトプログラム 6月～10月 適宜 3年 10 松川河川敷

実技講習
（重機操作等）

バックホウ操作実習 12月
半日
2回

1年 40 校内 建設業協会

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

インターンシップ 10月 2日 2年 34 下伊那地区
建設業協会

測量設計業協会

行政職場体験 インターンシップ 10月 2日 2年 6 飯田建設事務所 飯田建設事務所

一般講習
（全般）

建設現場安全教育実技講習 9月 半日 3年 40 校内 建設業協会

資格関係講習
（施工管理）

２級土木施工管理技士補 試験準備講座 8月 未定
2年
3年

20 校内
建設業協会

飯田建設事務所

実技講習 刈払機安全講習 6月～7月
半日
2回

2年
3年

80 校内 建設業協会

建設技術実践PJ 松川河川敷ランニングロード舗装施工 6月～1月
週1回
半日

3年 10 松川河川敷
建設業協会

測量設計業協会

現場見学 現場見学 11月18日 半日 2年 40 下伊那地区 建設業協会

現場見学 現場見学 10月 半日 2年 40 下伊那地区 飯田建設事務所

実技講習 瓦葺き実技講習会 10月
半日
2回

1年
2年

80 校内 瓦事業組合

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

総合建設業職場体験 10月5日,6日 1～2日 2年 28 下伊那地区 建設業協会

行政職場体験 インターンシップ 10月5日,6日 1～2日 2年 12
飯田市

飯田建設事務所

飯田市
飯田建設事務所

一般講習
（全般）

建設現場安全教育実技講習会 12月 半日 3年 40 校内 建設業協会

一般講習
（全般）

講演会（女性技術者）（建築関係） 12月 半日 2年 40 校内 建設業協会

資格関係講習
（施工管理）

２級建築施工管理技士補 試験準備講座 8月
2～3
日

3年 40 校内 建設業協会

木曽 木曽青峰高校
実務実習
（測量設計等）

丁張実習 5月 1日 3年 34 校外
建設業協会
木曽支部

専門講習
（測量設計等）

ＣＡＤ実習 6月 半日 3年 16 校内
建設業協会
木曽支部

実技講習
（重機操作等）

刈払機実習 10月 半日 1年 40 校内
建設業協会
木曽支部

専門講習
（測量設計等）

測量技術講習 10月 2時間 2年 16 校内
測量設計業協会

中信支部

現場見学 砂防堰堤等の工事見学 5～11月 2時間 3年 10 校外

安曇野
南安曇農業高
校

学校祭での展示
重機等の展示
（ロータリ除雪機、パネル）

10月3日 1日 － － 学校 －

工事現場見学 工事現場見学 7月29日 1日 1 41
別途検討
（市内）

建設業協会

工事現場見学 舗装工事現場見学または橋梁工事現場見学 ５月～６月 半日 2 25
別途検討
（市内）

建設業協会

資格関係講習
（施工管理）

２級土木施工管理技士補 試験準備講座
8月3日～

5日
3日 3 30 校内 建設業協会

企業実習 企業実習（インターンシップ）
8月3日～

5日
3日 2 35 中信地区 －

実務研修 鉄筋結束 9月2日 午前 2 25 校内 建設業協会

実務研修 型枠製作 9月9日 午後 2 25 校内 建設業協会

実務研修 建設重機の運転実務 10月7日 午後 2 25
学校の

第２農場内
建設業協会

測量講習会 測量技術講習会、GNSS基準点測量 9月16日 1日 2 35
学校の

第２農場内
測量設計業協会

実務研修 Ｕ字溝設置 11月4日 午後 2 25
学校の

第２農場内
建設業協会

建設技術実践PJ
トータルステーション測量実習
校内通路のリニューアル

5月～6月 3日 3 15 校内 測量設計業協会

飯田ＯＩＤＥ長
姫高校
（社会基盤工
学科）

飯田ＯＩＤＥ長
姫高校
（建築学科）
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担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

大町 池田工業高校 現場見学 建築現場 9月 半日 2年 20 大北地域
建設業協会
大北支部

実技講習 重機体験・測量体験 9月 半日 2年 20 大北地域
建設業協会
大北支部

資格関係講習
（施工管理）

２級建築施工管理技士補 試験準備講座 未定 3年 20
建設業協会

本部

須坂 須坂創成高校
実技講習
（重機操作等）

バックホウ操作実習 7月～8月 1日
2年
3年

33
38

校内実習地
建設業協会
須坂支部

新

長野
長野工業高校
（土木工学科）

現場見学 土木工事現場見学 通年 半日
全

学年
各40名 北信地区

建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

企業実習 夏期休業中
1～
3日

1･2
年

希望者
約60名

北信事業所
建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（測量設計等）

ＵＡＶ講習 10月 半日 1年 40 校内 市内企業

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（測量設計等）

測量技術講習 6月 半日 2年 39 校内 測量設計業協会

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（測量設計等）

丁張設置研修 5月 1日 3年 38 校内
建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（測量設計等）

土質試験他研修 6月 1日 3年 38 校内 市内企業

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（工事施工等）

配筋研修 10月 半日 2年 39 校内
長野県鉄筋業協

会

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（工事施工等）

配筋研修 10月 半日 3年 38 校内
長野県鉄筋業協

会

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（工事施工等）

型枠設置研修 11月 半日 2年 39 校内
建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

専門講習
（工事施工等）

型枠設置研修 11月 半日 3年 38 校内
建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

資格関係講習
（施工管理）

２級土木施工管理技士補 試験準備講座 8月
3日
程度

2･3
年

希望者 校内・市内
建設業協会

本部

長野
長野工業高校
（土木工学科）

資格関係講習
（測量士補）

測量士補 試験準備講座
3～
5日

1･2
年

希望者 校内・市内 測量設計業協会

長野
長野工業高校
（土木工学科）

建設技術実践PJ 裾花川河川敷整備 ７月～１２月
3h/
日

3年 約12名 校内・校外
建設業協会
長野支部

長野
長野工業高校
（建築科）

現場見学 中～大規模の建築現場見学 11月29日 半日
1年
3年

40
40

北信地区
建設業協会
長野支部

長野
専門講習
（測量設計等）

積算実務講習 未定
3h×2
程度

2年 41 校舎内 別途協議

長野
専門講習
（工事施工等）

施工図講習 未定
3h×2
程度

3年 40 校舎内 別途協議

長野
資格関係講習
（施工管理）

２級建築施工管理技士補 試験準備講座 8月 3日間
2・3
年

希望者 長野市内
建設業協会

本部

長野 更級農業高校 現場見学 土木工事現場見学 6～7月
半～
1日

2・3
年

10 北信地区
建設業協会
長野支部

新

長野
企業実習
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

土木工事現場見学 夏期休業中
3～
5日

1・2
年

10 北信地区
建設業協会
長野支部

新

長野 企業説明会 5～6月 半日
2・3
年

20 本校 別途協議 新

長野工業高等
専門学校

北信
中野立志館高
校

工事現場見学 6月 半日 2年 15
建設業協会
中高支部

工事現場見学 11月 半日 3年 21
建設業協会
中高支部

現場実務実習 測量実習 9月 半日 3年 21
測量設計業協会

北信支部

一般講習 ３Ｄスキャナー操作講習 未定 未定 3年 21 学校内
建設業協会
中高支部

新

下高井農林高
校

工事現場見学 8月 半日 3年 22 長野市
建設業協会
飯山支部

講義、実技講習 除雪車両の操作体験 8月 半日 2年 17 学校内
建設業協会
飯山支部

調整中
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建設系学科高校生等の建設産業への就労状況について（令和２年度）
令和３年３月１日現在

※　農業科、工業科、総合学科のある高校等に対して、「土木系」、「農業土木系」、「建築系」、「造園系」の科目を専攻した生徒を対象に回答を依頼
卒業生 　(1) 進学者数 　(2) 就職者数

計  　うち建設業（①＋②＋③＋④） 　うち測量業・建設コンサル業（⑤＋⑥＋⑦）

(1)+(2)+(3)

県外 県外

技術 技能 事務 技術 事務

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

1 佐久平総合技術高校
食農クリエイト科
環境共生コース

△
中止

10 8 8 1 1 1 0 0 1 1 10.0% 1 100.0% 100.0%

2 上田千曲高校 建築科 ○
△

中止
39 25 16 9 13 9 6 1 2 0 0 4 1 25 64.1% 9 69.2% 77.8%

3 丸子修学館高校 総合学科 ○
△

中止
21 9 7 2 8 8 6 2 0 0 4 15 71.4% 8 100.0% 100.0%

4 上伊那農業高校
コミュニティデザイン科
里山コース

○ ○
△

中止
20 9 5 4 11 2 2 1 1 0 8 8 40.0% 3 27.3% 100.0%

5 飯田OIDE長姫高校 社会基盤工学科 ○ ○
△

中止
37 14 3 11 23 12 5 3 4 6 6 0 5 21 56.8% 18 78.3% 77.8%

建築学科 ○
△

中止
34 19 10 9 13 13 8 3 2 0 0 2 23 67.6% 13 100.0% 84.6%

6 木曽青峰高校 森林環境科 ○ 31 22 22 9 2 2 0 0 7 2 6.5% 2 22.2% 100.0%

7 南安曇農業高校 環境クリエイト科 ○
△

中止
○ 36 17 6 11 19 8 8 0 0 11 14 38.9% 8 42.1% 100.0%

8 池田工業高校 建築科 ○
△

中止
34 18 12 6 16 9 1 8 0 0 7 21 61.8% 9 56.3% 100.0%

9 須坂創成高校 環境造園科 ○ 30 15 15 15 1 1 0 0 14 1 3.3% 1 6.7% 100.0%

10 長野工業高校 土木科 ○ ○
△

中止
36 5 1 4 31 19 14 2 3 2 2 3 7 25 69.4% 24 77.4% 85.7%

建築科 ○
△

中止
38 24 22 2 14 14 9 3 1 1 0 0 36 94.7% 14 100.0% 92.9%

11 更級農業高校
生産流通科、生物科学科、
グリーンライフ科、施設園芸科 141 50 50 90 12 9 2 1 0 0 78 1 12 8.5% 12 13.3% 91.7%

12 中野立志館高校
総合学科
（土木・建築系）

○ 25 8 2 6 17 13 7 6 0 0 4 15 60.0% 13 76.5% 100.0%

13 下高井農林高校
グリーンデザイン科、
アグリサービス科

○ 62 33 1 32 27 6 6 1 1 0 20 2 8 12.9% 7 25.9% 100.0%

11校
13学科

3校 1校 594 276 85 191 307 129 81 32 3 13 10 10 0 0 3 165 11 227 38.2% 142 46.3% 90.6%

295 140 82 58 148 94 57 24 1 12 9 9 0 0 3 42 7 188 63.7% 106 71.6% 88.3%

建設業・
測量設計業

のうち

県内
就職
割合

うち
公務員
（建設）

その他
建設
技術
実践
PJ

資格
試験
準備
講座

進学先専攻学科内訳 就職先 就職先

技術系
（土木・建

築）

次世代を担う
人づくり推進事業

(3)
その他

建設系への
進学・就職

その他

県内 県内

割合 人数 割合

13校　小計

次世代を担う人づくり推進事業　実施校

高校名 学科名

就労促
進事業
実施状

況

人数

建設
産業
への

入職数

1
3



長野県就業促進・働き方改革推進方針（産業分野別編） 

令和３年３月 31 日改訂 

産業分野 建設 

【現状】 

○ 長野県の建設業許可業者数（建設総合統計年度報による）、建設業就業者数（国勢調査

による）は長期的に減少。平成 17 年度の建設業者数 9,918 者、建設業就業者数 101,132

人から平成 27 年度は同じく 7,834 者、80,559 人と、10 年間で約２割の減。 

○ 若手比率の低下と高年齢化の進行。長野県の建設業従事者 80,559 人（平成 27 年度）の

うち 29 歳以下の若手は 7,407 人で１割に満たないのに対し、60 歳以上は 23,600 人で

約３割を占めている。今後、高年齢者の退職による深刻な担い手不足や、専門的技術の

継承困難が想定される。 

○ 建設投資額（全国）は、バブル後大きく減少し、平成 24 年度には平成７年度の約３割

にまで落ち込んだが、平成 25 年度からやや回復して漸増しつつ現在は約４割まで戻し

ている。経営が厳しい中、各企業においては若手人材を育成する余裕を失っている。 

○ 長野県の新規高等学校卒業者の建設業求人数は、平成 24 年度以降、大幅に増加し、平

成 30 年度以降は 1,000 人を超えているが、就職内定者数は平成 27 年度から減少後、

横ばい傾向。（平成 27 年度 315 名 → 令和元年度 235 人） 

○ 建設業及び測量設計業等へ就職並びに建設系専攻科へ進学した長野県の建設系学科高

校生等は、令和元年度は 254 人。（長野県建設部調べ） 

○ 令和元年入職者に占める女性の割合は、全国の全産業平均が 54.8%に対して建設業は

19.4%であり、長野県の全産業平均が 52.6%に対して建設産業は 12.5%と低水準。（出典：

女性の定着促進に向けた建設産業行動計画、雇用動向調査から長野県建設部調べ） 

○ 県内の平成 29 年３月新規高等学校卒業者の入職後３年目の離職率は、全産業平均が

36.0％であるのに対して建設業は 43.8％と高水準であるが減少傾向。（長野労働局調べ） 

○ 長野県では、平成 23 年度から建設系学科高校生等を対象とした実習教育を建設産業団

体との協働により取り組み、令和元年度では13の高校から延べ1,904人の生徒が参加。 

○ 長野県の建設産業における労働災害は、平成 30 年度の死傷者数が 279 人で平成 11 年

度（647 人）の約４割と低下傾向にあるものの、他産業に比べ依然として多い状況。 

○ 長野県内の建設業における外国人労働者数（長野労働局調べ）は令和２年 10 月時点で

977 人（対前年増減比 19.9%）であり、全産業総数 19,858 人（同比-0.8%）に対し 4.9%

と占める割合は小さいが、年々約２割の増加が継続している。 

 

【課題】旧３Ｋ（きつい、きたない、きけん）から新３Ｋ（給与、休暇、希望）へ 

（１）建設産業に対する更なる認知度の向上 

建設系学科の高校生だけでなく、普通科の高校生、小・中学校の児童・生徒やその保護

者、さらに女性などへの幅広いＰＲ。 
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（２）建設人材の県外流出の防止と県外からの確保 

一度県外に進学、就職した学生・社会人のＵターンや、住みたくなる本県の魅力発信強

化によるＩターンなど、県外からの人材確保。 

（３）建設産業の持続的経営安定と労働環境の更なる改善 

地域の安全・安心を守る建設産業の持続的な経営の安定。 

週休２日制の定着、長時間労働の解消、労働災害防止対策の推進など、若年者や女性な

どにも働きやすい職場づくり。 

適正な賃金水準の確保、社会保険等の加入徹底などによる処遇の改善と地位の向上。  

（４）若手人材の育成と技術継承 

   人材育成と技術継承を行う場と機会の確保。 

（５）ＩＣＴ等を活用した建設産業の生産性向上と更なるスキル向上 

人口減少に伴う労働人口の減少に対応するための生産性向上が必要。また、ＩＣＴ等

先端技術に対応するため、建設技術者のスキル向上が必要。 

（６）外国人材の適正な受入れ 

外国人材の適正な受入に当たって、建設産業における働く人の処遇、労働環境の改善を

進めるとともに、制度の理解促進が必要。 

 

【施策の方向性】 

① 建設産業の理解促進と多様な人材の活用 

【取組】 

○ 小・中学生及びその保護者や建設産業への就労を検討している求職者を対象とした出

前講座や現場見学会の開催、建設産業における働き方改革等についての取組や県内企

業等の情報発信。 

○ 普通高校等の教員・生徒と建設業界がつながる機会の確保。 

○ 長野県出身で県外に進学した学生、特に建設系学科卒業生に対して、メールマガジン等

の配信によるＵターン促進。 

○ 建設系学科高校生を対象とした官民連携による就労促進事業や資格取得支援の継続実

施。 

○ 女性技術者のネットワークづくりの支援や、建設産業団体と建設系学科高校が連携し

たものづくり女子ミーティングの実施等により建設系学科高校の女子生徒増加を促進。 

○ 各関係機関の支援施策の有効活用による高齢者、障がい者の就労促進。 

○ 建設産業入職への道筋や入職後のキャリアアップ事例の整理・情報発信。 

○ 建設キャリアアップシステムの活用推進。 

○ 週休２日を考慮した適正工期への県民理解を求める周知活動。 
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【施策の方向性】 

② 働きやすい・働きたくなる環境づくりと建設スキルアップへの支援 

【取組】 

○ 公共工事等における平準化の促進、並びに地域建設企業の経営安定に寄与する契約制

度の検討。 

○ 週休２日制促進のため、公共工事において週休２日が確保できる工期の設定をおこな

うとともに、増加経費を適正に計上。 

○ 若手育成と技術継承の観点から職場の内外における研修制度の拡充や機会の提供、優

良技術者表彰制度等の運用改善。 

○ 建設現場の生産性向上として、３次元測量や３次元データを活用したＩＣＴ活用工事

の更なる推進や公共工事の計画から施工、維持管理までを３次元モデルで行うＢＩＭ

／ＣＩＭに産学官の連携で取り組むなど、新技術の活用を促進。 

○ 関係機関の支援施策の有効活用による資格取得の促進ならびにＩＴスキルの習得やテ

レワークなどの柔軟な働き方が可能となる職場環境の整備。 

○ 最新の設計労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映した建設工事等の予定価格設定。 

○ 技能労働者への適正な賃金支払い等の処遇改善の促進。 

○ 入札参加資格申請者に社会保険等の加入を義務づけるとともに建設工事の１次下請負

業者を社会保険加入建設業者に限定するなど社会保険等の加入対策を推進。 

○ 過重労働防止対策とトータルメンタルヘルスケア対策の推進や適切な労務管理の実施

に係る指導、災害発生ゼロに向けて業界を挙げて労働安全を徹底するための労働安全

管理講習会、安全パトロール等を推進。 

○ 建設工事現場等の環境改善や福利厚生の充実などによる若年者や女性が働きやすい魅

力ある職場づくりを推進。 

○ 子育て世代を含む全ての人が働きつづけられる環境整備をするため、イクボス宣言の

推進や国や県の認定制度活用など、人材定着に向けた意識改革等を推進。 

 

【施策の方向性】 

③ 関係機関との連携強化 

【取組】 

○ 関係機関の担い手確保・育成に関わる支援策を整理した情報を建設業界と共有し、支援

策活用の利便性向上を図る。 

○ 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた関係部局、関係機関との連携強化。 

○ 産・学・官の連携と適正な役割分担による施策の実行。 

○ 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）。 
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建設産業に係る就業促進・働き方改革に資する１９の取組
区分 A 担い手の確保 B 担い手の育成 C 働き方改革

若者

⼥性

障がい者

高齢者

UIJターン

外国人

①建設技術実践プロジェクト（対象：建設系学科高校生）

③ SNS等による情報発信 ⑩

建
設
産
業
の
Ｐ
Ｒ
（求
職
者
を
対
象
と
し
た
出
前
講
座
や
現
場
見
学
会
の
開
催
等

）

（再掲）③ SNS等による情報発信

⑦ 女性技術者のネットワークづくりの支援

⑥ 建設系学科高校の女子生徒増加の取組

④普通高校等の教員・生徒と建設業界がつながる機会確保

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

⑧各関係機関の支援施策の有効活用

⑤建設産業のPR（小・中学生やその保護者を対象
とした出前講座や現場見学会の開催等）

⑨

建
設
産
業
入
職
へ
の
道
筋
や
入
職
後
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
事
例
の
整
理
・情
報
発
信

⑪

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
活
用
推
進

⑫

関
係
機
関
の
支
援
施
策
の
有
効
活
用
に
よ
る
資
格
取
得
の
促
進

⑮

建
設
現
場
等
の
労
働
環
境
改
善
や
福
利
厚
生
の
充
実
・

人
材
定
着
に
向
け
た
意
識
改
革
等

⑭

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
推
進
や
Ｂ
Ｉ
Ｍ
＼
Ｃ
Ｉ
Ｍ
へ
の
取
組
等
の
新
技
術
の
活
用

⑱

Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
の
習
得
や
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能
と
な
る
職
場
環
境
整
備

⑬

研
修
制
度
の
拡
充
や
優
良
技
術
者
表
彰
制
度
等
の
運
用
改
善

⑯

週
休
２
日
制
促
進
の
た
め
の
工
期
設
定
、
増
加
経
費
の
適
正
計
上
等

⑲

技
能
労
働
者
へ
の
適
正
な
賃
金
支
払
い
等
の
処
遇
改
善
の
促
進

⑰

社
会
保
険
等
の
加
入
対
策
を
推
進

連携強化すべき取組

凡例

関係構成員が単独で行う取組

② ２級土木・建築施工管理技士、測量士補試験準備講座（対象：建設系学科高校生）

• 支援策を整理した情報を建設業界と共有することによる支援策活用の利便性を向上
• 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた連携強化
• 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）

関係機関との連携強化

建設産業の次世代を担う人づくり推進事業

（再掲）⑧ 各関係機関の支援施策の有効活用

1
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３建政技第 127 号  

令和３年（2021 年）７月 29 日  

 

建設部関係課（室）長 

建設部発注機関の長  様 

 

技 術 管 理 室 長  

 

 

設計業務における新技術・新工法の検討促進について（通知） 

 

 

このことについて、公共工事の実施にあたり、コスト縮減や品質確保、更には生産性向上のた

め、新技術・新工法の活用に取り組んでいるところです。 

しかしながら、近年新技術・新工法を特定した件数が少ない状況が続いており、更なる活用促

進が必要と考えられます。 

つきましては、下記の取組みを行い、新技術・新工法の積極的な活用をお願いします。 

なお、新技術の採用にあたっては、土木工事設計・施工審査会運営要領により審査を行って下

さい。 

 

 

記 

 

１ 特記事項の「業務委託をするに当たっての条件等」への明記 

新技術情報提供システム（NETIS）等を利用し、有用な新技術・新工法を比較対象とする。 

（別添「01_業務委託設計書に添付する特記事項（参考）」参照） 

 

２ 技術提案資料の活用 

技術提案（技術プレゼンテーション）資料を設計業務受注者に情報提供する等活用する。 

【資料保存先】：「長野県職員ポータル」共有文書 > 通知・様式集 > 11 建設部 > 02 技術

管理室 > 01 基準指導班（基準） > 09 技術プレゼンテーション > 技術資料 

 

 

 

 

 

 
建設政策課技術管理室基準指導班 

栗林 一彦（室長）  山岸 和真（担当） 

電 話 026(235)7323（直通） 

8-231-3345（防災行政無線） 

ﾌｧｸｼﾐﾘ 026(235)7482 

電子ﾒｰﾙ gijukan-kijunshido@pref.nagano.lg.jp 

県資料４ 
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５１４ 

（５）業務委託設計書に添付する特記事項  

                               （この様式を参考に必要な事項を設計書に明示する） 

１ 業務箇所 

 

 

 

 

    

２ 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

３ 業務期間 

        日数    日間       完了期限   令和  年  月  日迄 

 

４ 成果品（以下を参考に明瞭に記すこと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 業務委託をするに当たっての条件等 

 

 

 

 

 

 

    技術者の配置等について 

   ①設計業務に該当するため照査技術者を選任すること。 

   ②照査は「詳細設計照査要領」により行い、該当する工種以外の場合は準じて行う。 

   ③技術者の要件の内「同等の経験と能力を有する技術者」を適用する場合は、以下に     

その要件を記す。   

    ＊該当する技術者と要件（               ） 

 

６ 共通仕様書及び特記事項について疑義がある場合は入札前（あらかじめ指定された  

期日）までに書面で質問書を提出し、書面での回答を求めてください。 

路 河 川 名  市 町 村 名  箇 所 名  

   

 延 長 等  業 務 内 容   

 

測 量 業 務  

 

 

別 添 図 の  

有 ・ 無  

 

設 計 業 務  

 

 

別 添 図 の  

有 ・ 無  

 

調 査 業 務  

 

 

別 添 図 の  

有 ・ 無  

 

測量業務 

 

図面（青焼き又は白黒コピー）を含む報告書 ３部 

原図（筒入り）１式  

 

設計業務 

 

設計図を含む報告書  ３部   原稿１式  

設計図縮小版  部  原図（筒入り）１式 
 

 

調査業務 

 

報告書  ３部   原稿１式    

原図（筒入り）１式 

項 目  内 容 （ 別 添 と す る 場 合 は そ の 旨 記 載 ）  

設 計 業 務  

新 技 術 ・ 新 工

法 の 活 用  

工法等の選定においては、従来技術に加えて、新技術情報提

供システム（NETIS）等を利用し、有用な新技術・新工法を

比較対象とすること。（ 『 設 計 業 務 共 通 仕 様 書  共 通

編 』 第 ２ 章 3-2-9 設 計 業 務 の 条 件 12.参 照 ）  
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